
東京都北区議会 

平成 24 年第４回定例会で可決した意見書 

・固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継続を求める意見書

 

・建設業従事者のアスベスト被害者の救済を求める意見書 

 

 

 

 



固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
の
軽
減
措
置
の
継
続
を
求
め
る
意
見
書 

 
青
色
申
告
者
を
含
む
、
小
規
模
事
業
者
を
取
り
巻
く
環
境
は
、
長
期
的
な
景
気
の
低
迷
に
続
き
、
世

界
規
模
の
経
済
状
況
の
悪
化
に
よ
り
危
機
的
か
つ
深
刻
な
状
況
に
あ
り
、
雇
用
不
安
の
拡
大
、
金
融
事

情
の
悪
化
、
後
継
者
不
足
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
危
機
に
さ
ら
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
社
会
経
済
環

境
の
も
と
、
小
規
模
事
業
者
は
厳
し
い
経
営
を
強
い
ら
れ
、
家
族
を
含
め
て
そ
の
生
活
基
盤
は
圧
迫
さ

れ
続
け
て
い
る
。 

ま
た
、
小
規
模
事
業
者
の
み
な
ら
ず
多
く
の
都
民
が
、
税
や
社
会
保
障
費
な
ど
の
負
担
の
増
加
に
あ

え
い
で
い
る
実
態
に
あ
る
。 

 

こ
の
厳
し
い
環
境
下
に
お
い
て
、
東
京
都
独
自
の
施
策
と
し
て
定
着
し
て
い
る
固
定
資
産
税
及
び
都

市
計
画
税
の
軽
減
措
置
が
廃
止
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
と
、
小
規
模
事
業
者
の
経
営
や
生
活
は
更
に
厳
し

い
も
の
と
な
り
、
地
域
社
会
の
活
性
化
の
み
な
ら
ず
日
本
経
済
の
回
復
に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と

に
も
な
り
か
ね
な
い
。 

よ
っ
て
、
本
区
議
会
は
東
京
都
に
対
し
、
左
記
事
項
を
平
成
二
十
五
年
度
以
降
も
継
続
す
る
よ
う
求

め
る
も
の
で
あ
る
。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

記 
 

一
、
小
規
模
住
宅
用
地
に
対
す
る
都
市
計
画
税
を
二
分
の
一
と
す
る
軽
減
措
置 

二
、
小
規
模
非
住
宅
用
地
に
対
す
る
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
を
二
割
減
額
す
る
減
免
措
置 

三
、
商
業
地
等
に
お
け
る
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
に
つ
い
て
、
負
担
水
準
の
上
限
を
六
十
五
％

に
引
き
下
げ
る
減
額
措
置 

 

右
、
地
方
自
治
法
第
九
十
九
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
意
見
書
を
提
出
す
る
。 

 

平
成
二
十
四
年
十
一
月
二
十
八
日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

東
京
都
北
区
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会
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た
く
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東
京
都
知
事
代
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知
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建
設
業
従
事
者
の
ア
ス
ベ
ス
ト
被
害
者
の
救
済
を
求
め
る
意
見
書 

 
ア
ス
ベ
ス
ト
（
石
綿
）
を
大
量
に
使
用
し
た
こ
と
に
よ
る
ア
ス
ベ
ス
ト
被
害
は
多
く
の
労

働
者
、
国
民
に
広
が
っ
て
い
る
。
現
在
で
も
、
建
物
の
改
修
、
解
体
に
伴
う
ア
ス
ベ
ス
ト
の

飛
散
は
起
こ
り
、
労
働
者
や
住
民
に
被
害
が
広
が
る
現
在
進
行
形
の
公
害
で
あ
る
。
加
え
て
、

東
日
本
大
震
災
で
発
生
し
た
大
量
の
ガ
レ
キ
処
理
に
つ
い
て
も
被
害
の
拡
大
が
心
配
さ
れ
て

い
る
。 

こ
れ
は
、
ア
ス
ベ
ス
ト
の
ほ
と
ん
ど
が
建
設
資
材
な
ど
と
し
て
建
設
現
場
で
使
用
さ
れ
、

国
が
建
築
基
準
法
な
ど
で
不
燃
化
、
耐
火
工
法
と
し
て
、
ア
ス
ベ
ス
ト
の
使
用
を
す
す
め
た

こ
と
に
原
因
が
あ
り
、
被
害
者
の
多
く
は
建
設
業
従
事
者
で
あ
る
。 

し
か
し
な
が
ら
、
建
設
業
は
重
層
下
請
け
構
造
や
多
く
の
現
場
に
従
事
す
る
こ
と
か
ら
、

労
災
に
認
定
さ
れ
る
こ
と
に
も
多
く
の
困
難
が
伴
う
だ
け
で
な
く
、
多
く
の
製
造
業
で
支
給

さ
れ
て
い
る
企
業
独
自
の
上
乗
せ
補
償
も
な
い
。
国
は
「
石
綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に

関
す
る
法
律
」
を
成
立
さ
せ
た
が
、
十
分
な
も
の
と
は
言
え
ず
、
改
正
が
求
め
ら
れ
て
い
る

状
況
で
あ
る
。 

よ
っ
て
、
本
区
議
会
は
政
府
に
対
し
、
建
設
ア
ス
ベ
ス
ト
被
害
者
と
遺
族
が
安
心
し
て
生

活
で
き
る
救
済
の
実
施
と
ア
ス
ベ
ス
ト
被
害
の
拡
大
を
防
ぐ
措
置
を
講
ず
る
こ
と
を
求
め
る

も
の
で
あ
る
。 

右
、
地
方
自
治
法
第
九
十
九
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
意
見
書
を
提
出
す
る
。 

 

平
成
二
十
四
年
十
一
月
二
十
八
日 
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